
 
薩摩川内市建築基準法第４３条第２項第２号許可基準における個別審査方式と一括同意方式 

 
平成２７年８月５日 

改正 平成３０年９月２５日 
 

１ 目的 想定される事例を分類し、個別審査方式と一括同意方式の別を定めることで、許可事務の迅
速化及び建築審査会の効率的な運営等を図る。 

 
２ 許可区分 ※建築基準法第６条第１項第四号建築物のみ 

敷地及び敷地周囲の 
状況等 

許可基準 省令 具体的な状況 
通路の 
幅員 

所有者または管理者 その他の条件 
個別・一括

の別 
一括審査方式にできない理由 図 

建築物の敷地の周囲
に公園、緑地、広場
等広い空地を有する
ケース 

第 4 
第 1項 

第 10 条の 3 
第 4項 
第 1号 

  ・国、地方公共団体  一括  ① 

上記以外 個別 

・国、地方公共団体以外が管理または
所有する公共的空地については、将来
とも安定的な利用ができるかどうか慎
重な対応が必要である。 

 

敷地の接する前面の
道が農道その他これ
に類する公共の用に
供する道であるケー
ス 

第 4 
第 2項 

第 10 条の 3 
第 4項 
第 2号 

 4ｍ以上 ・別表①に定める道 道を道路と見なした
場合に建築基準法の
規定に適合している
こと。 

一括 

 

② 

上記以外 個別   

建築基準法に規定さ
れていない通路に接
するケース 

第 4 
第 3項 

第 10 条の 3 
第 4項 
第 3号 

通路が道路と同等と
みなせるもの 

4ｍ以上 ・国、地方公共団体 
・私有地で道路協定【注】のあるもの 
 

通路を道路と見なし
た場合に、緩和規定
を除く建築基準法の
規定に適合している
こと。 

一括 

 

③ 

上記以外 個別 

・国、地方公共団体等以外が管理また
は所有する通路、私有地で道路協定を
締結していないものについては、将来
とも安定的な利用ができるかどうか慎
重な対応が必要である。(※) 

 

1.8ｍ以上 
4ｍ未満 

・国、地方公共団体 
・私有地で道路協定のあるもの 
 

通路を道路と見なし
た場合に、緩和規定
を除く建築基準法の
規定に適合している
こと。 

一括 

 

④ 

上記以外 個別 ※に同じ。  

1.8ｍ未満 

全て 個別 

幅員 1.8ｍ未満の通路への適用につい
ては、消防活動上の制約が大きいこと
から、消火栓や防火水槽の設置状況等
についての確認が必要であるなど、慎
重な対応が必要である。 

 

通路及び水路等を介
して道路に接するも
の 

 ・国、地方公共団体 通路を道路と見なし
た場合に、緩和規定
を除く建築基準法の
規定に適合している
こと。 

一括 

 

⑤ 

【通路】 
・国、地方公共団体 
【水路】 
・国、地方公共団体 
・土地改良区、水利組合 

通路を道路と見なし
た場合に、緩和規定
を除く建築基準法の
規定に適合している
こと。 
水路部分の占用が許
可されている、また
は協議が完了してい
るもの。 

一括 

 

⑥ 

上記以外 個別 ※に同じ  

既に許可を受けた敷
地における増築、改
築 

     ・通路を道路とみな
した場合に、緩和規
定を除く建築基準法
の規定に適合してい
ること。 
・既存建物が既に完
成している場合、検
査済証が交付されて
いること。 

一括 

 

⑦ 

上記以外 個別   

 
注 「道路協定」とは、通路の部分及び通路に接する土地の所有者及び権利者全員の承諾があり、それを証明する書面が添付されているものであり、かつ、当該通路が４メートル以上（拡幅予定含む）のものに限る。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                      

                     

                     

                                     

                      

                       

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

                    

                    

                                                 

 

                           

                         

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

                   

           

           

           

 

                        

                        

                        

                      

                          

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

                         

                       

                         

                          

 

 

 

 

 

            

 

          

          

                              

 

       

    

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

             

                              

 

                

               

 

 

                

 

     

図① 図② 

図③ 図④ 

図⑤ 図⑥ 

敷地 

※「道路協定」とは通路の部分及び通路に接する土地の所有
者及び権利者全員(以下「所有者等」という。)の承諾があり、
所有者等の印鑑証明書が添付されているものに限る。 

敷地 

道路 

４ｍ以上 通路 

※通路を４メートル以上に拡幅する予定である
ものに限る。 

敷地 

道路 

１.８ｍ以上 

４ｍ未満 

 ・  

 ・私有地で道路協定のあるもの※ 
通路 

公園・緑地・広場等の 

   公共的空地 

 
道路 

条件：既存建物が既に完成している場合、
検査済証が交付されていること。 

建築許可を受けた建物が建つ敷地 

既存建築物 

増築等 道路 

通路 

※個別審査方式で建築許可を受けたものを含む。 

敷地 
４ｍ以上 

公共の用に供する道 

（※別表①） 

２ｍ以上 

敷地 

【通路】 

・

【水路】※  

・

通路 

水路 

道路 

敷地 

・国、地方公共団体の所有・管理であること 通路 

道路 

２ｍ以上 

図⑦ 

 ・国、地方公共団体の所有・管理であること 

 ・私有地で道路協定のあるもの 

２ｍ以上 



 

別表①（公共の用に供する道） 

道路の種類 事例 根拠法 目的 事業実施地域 構造基準 備考 

農業用道路 広域農道 

農免農道 

一般農道 

圃場整備農道 

ふるさと農道 

土地改良法 

ふるさと事業 

農道緊急整備 

実施要綱 

主として 

農業用 

主に農業振興 

地域 

道路構造令に 

準拠 

 

臨港交通施設

の道路 

臨港管理道路 港湾法 港湾管理用 臨港地区及び 

港湾区域 

道路構造令に 

準拠 

 

漁港施設の 

道路 

漁港管理道路 漁港法 漁港管理用 漁港区域 道路構造令に 

準拠 

 

河川管理施設

の管理用通路 

河川敷管理道路 河川法 河川管理用 河川区域 河川管理施設等

構造令 

幅員：３ｍ以上 

幅員４ｍ

以上に 

限る 

海岸保全施設

の道路 

海岸管理道路 

護岸道路 

海岸法 海岸管理用 海岸保全区域 海岸保全施設 

築造基準 

幅員：３ｍ以上 

幅員４ｍ

以上に 

限る 

林道 林道 

ふるさと林道 

森林法 林業用   幅員４ｍ

以上に 

限る 

 


